
四国への新幹線の導入

政策提言先 国土交通省

【高知県担当課】交通運輸政策課

政策提言の要旨

北海道から九州まで新幹線がつながる中、新幹線のない四国は、他の地方との交流や経済

活動など様々な点で大きな格差が生じており、四国の自律的な発展に向けた競争条件が不利

な状況となっています。

現在の整備計画区間と比較しても、四国だけが取り残される理由は見当たらず、圏域内は

もとより、他圏域との交流等による「対流促進型国土」の形成・発展や、国土強靭化を図っ

ていくためには、新幹線の整備が不可欠と考えますので、以下のとおり提言します。

【政策提言の具体的内容】

幹線鉄道ネットワーク等のあり方に関する調査の検討を踏まえ、四国新幹線・四国横

断新幹線の整備計画への格上げに必要な調査に早急に着手することを提言

○維持管理を含む低コスト・高効率な新幹線の整備手法の確立

〇全国新幹線鉄道整備法に基づく調査の実施、整備計画への格上げ

【政策提言の理由】

１ 地方間の格差の拡大が是正されます。

〇北陸新幹線、北海道新幹線及び九州新幹線（長崎ルート）の整備が進められ、加えて、

リニア中央新幹線東京～新大阪間も令和19年（2037年）に開通が予定されています。

新幹線がある都道府県の人口は１億人を超えており、新幹線は、もはや基礎的な交通

インフラと言えます。

〇リニア中央新幹線が開業すると、新幹線すらない四国との間では二重の格差が生じ、

地方間格差がさらに拡大していくことになり、四国の自立的な発展の競争条件が不利

な状況となります。

２ 四国への新幹線の導入には妥当性があります。

〇「四国の鉄道高速化検討準備会」が公表した基礎調査結果では、フル規格で整備した

場合でも、ルートによっては費用便益比が「１」を超え、整備の可能性が確認されて

います。

〇瀬戸大橋は、既に新幹線規格で整備されており、既存インフラの有効活用にもつなが

ります。

〇四国の人口や経済規模は、現在の整備計画区間と比較して遜色ありません。

３ 移動時間短縮による経済効果に加え、災害時の備え・国土強靱化につながります。

〇高速交通ネットワークの整備が遅れている本県にとって、新幹線による時間短縮効果

は絶大で、福岡市、大阪市（近畿圏）、名古屋市が３時間到達圏域となり、圏域内人

口が7.6倍と飛躍的に拡大することにより、経済発展や観光振興に寄与します。

〇また、本県から四国内及び本州への大動脈である土讃線は、大雨のたびに運行が止ま

るなど、災害に対し非常に脆弱であり、発生が予測されている南海トラフ地震発災時

の安全性や、その後の鉄道としての機能が維持できないことが危惧されます。

○一方、新幹線は、東日本大震災や熊本地震などの災害に対し非常に強靱であり、発災

時の安全性や発災後の迅速な復旧への貢献が期待できます。



四国への新幹線の導入について（１／３）

１　地方間の格差の拡大

R12年度末
完成予定

（新函館北斗～札幌）
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3月開業
（長野～金沢）

R5年度末
完成予定
（金沢～敦賀）R4年度9月

開業予定
（武雄温泉～長崎）

H28年
3月開業

（新青森～新函館北
斗）

新幹線は、もはや基礎的交通インフラ

新幹線は建設中も含めると、31都道府県で整備

区間
距離
（営業キロ）

所要時間
所要時間比較
（対新大阪・高知間）

新大阪⇔高知（在来線）
（新大阪・岡山間は新幹線）

３６０km ３時間３０分
―

新大阪⇔広島（新幹線） ３４２km １時間２１分 ▲２時間９分

東京⇔富山（新幹線） ３９２km ２時間８分 ▲１時間２２分

　イ　距離比較

　ア　所要時間比較

区間 所要時間
距離
（営業キロ）

距離比較
（対新大阪・高知間）

新大阪⇔高知（在来線）
（新大阪・岡山間は新幹線）

３時間３０分 ３６０km
―

新大阪⇔新八代（新幹線） ３時間３４分 ７７０km ＋４１０km

東京⇔新青森（新幹線） ３時間２０分 ７１２km ＋３５２km

同じ移動時間で、半分の距離しか移動できない

　2　導入の妥当性

R9年
完成予定
（東京～名古屋）

R19年
完成予定
（名古屋～大阪）

二重の格差が発生

〔リニア＞新幹線＞在来線〕

営業中

建設中

未着工

1-1　新幹線の整備状況　　　

四国における鉄道の抜本的高速化に関する基礎調査より
（H26年4月結果概要公表） 

2-2　瀬戸大橋は、既に新幹線規格で整備済

橋りょう部

西 東

新幹線
（上り線）

新幹線
（下り線）

在来線
（上り線）

在来線
（下り線）

2-1　投資を上回る費用便益を確認　　　

四国だけが、新幹線の空白地域

1-2　距離及び所要時間の比較　　 2-３　時間短縮効果が絶大 ⇒ 交流圏域・交流人口が拡大



四国への新幹線の導入について（２／３）

高知県 徳島県 香川県 愛媛県 合計

県内総生産（名目） ２．4 3．1 ３．9 5．0 １4．4

（１）　四国地域 （単位：兆円）

（３）　西九州地域

佐賀県 長崎県 合計

県内総生産（名目） 3．1 4．7 ７．8

（２）　北陸地域

富山県 石川県 福井県 合計

県内総生産（名目） ４．8 ４．8 ３．5 １3．1

（４）　北海道地域

北海道新幹線（北海道）：
19.7兆円

～５兆円

５～10兆円

10兆円～

（県内総生産（名目））

地図：鉄道・運輸機構ホームページより
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大阪　　　　　
40.2

3.1
4.7

6.1

5.5
（単位：兆円）

〔内閣府　平成30年度県民経済計算より　〕

北海道

県内総生産（名目） １9．7

近年新幹線が整備された（整備中含む）地方都市との人口比較

〔人口は、令和２年度国勢調査数値〕

新幹線沿線人口との比較

四国の新幹線

北陸新幹線

整備延長(高崎～敦賀)　　472km
沿線人口　　　　　　 　  301万人
1kmあたり人口         　6,370人

整備延長　         　302km
沿線人口　　　　334万人
1kmあたり人口    11,050人（※）

〔人口は、令和２年度国勢調査数値〕

　※岡山市、倉敷市を除いても7,080人

19.7

3.5

金沢　　富山

北陸新幹線（富山・石川・福井）
：13.1兆円

9.1

福岡　　
19.8

4.84.8

都市名（県名） 人口（万人） 備考

松山市（愛媛県） 51.1万人

金沢市（石川県） 46.3万人 ※北陸新幹線

高松市（香川県） 41.7万人

富山市（富山県） 41.1万人 ※北陸新幹線

長崎市（長崎県） 40.9万人 ※九州新幹線長崎ルート（建設中）

長野市（長野県） 37.2万人 ※北陸新幹線

高知市（高知市） 32.6万人

青森市（青森県） 27.5万人 ※東北新幹線

徳島市（徳島県） 25.2万人

函館市（北海道） 25.1万人 ※北海道新幹線

北海道新幹線

東北新幹線

整備延長(盛岡～札幌)　　539km
沿線人口　　　　　　 　322万人
1kmあたり人口         　5,970人

　新たに新幹線が整備される地域との経済規模比較

西九州新幹線（佐賀・長崎）
：7.8兆円

四国の新幹線（四国４県）：
14.4兆円

2-４　四国の人口や経済規模は、他の先行地域と比べても遜色なし



四国への新幹線の導入について（３／３）
3　導入の効果

５　政策提言の具体的内容

　

山陽新幹線との接続により、圏域が飛躍的に拡大

福岡市、大阪市（近畿圏）、名古屋市が３時間到達圏域に！！

圏域内人口も、７．６倍と飛躍的に拡大

圏域内人口の拡大により、経済発展や観光振興に寄与！！

年月 災害名 新幹線名称 復旧までの期間 在来線
運転再開までの

期間等

H23.3 東日本大震災 東北新幹線 49日 常磐線 ９年

H28.4 熊本地震 九州新幹線 13日 豊肥線 ４年４か月

H29.7 九州北部豪雨 九州新幹線 運休なし
日田彦山
線

バス高速輸
送システム
（BRT）に転
換

H30.7 平成30年７月豪
雨

山陽新幹線 2日 芸備線　　　　 １年３か月

R元.10 東日本台風 北陸新幹線 14日 三陸鉄道　　　 ５か月

R2.7 令和２年７月豪
雨

九州新幹線 運休なし
くま川鉄道
肥薩線

未定

大規模災害発生後の早期復興に大きく貢献

四国における鉄道の抜本的高速化に関する基礎調査（平成２６年３月より）

新幹線は大規模災害時においても非常に強靭！！

四国における鉄道の抜本的高速化に関する基礎調査（平成２６年３月より）

高知駅からの３時間到達圏域（高知⇔岡山間を整備した場合） 3時間到達圏域内の人口比較（岡山⇔高知、松山⇔徳島間を整備した場合） 大規模災害と新幹線の復旧までの期間　

　

　これまでの幹線鉄道ネットワーク等のあり方に関する調査における瀬戸大橋の
活用、単線新幹線や交流人口を加味したB/Cの新たな算出方法などの検討を踏ま
え、四国新幹線・四国横断新幹線の整備計画への格上げに必要な法定調査に早急
に着手することを提言します。

４　新幹線実現に向けた取り組み

●四国の新幹線（四国新幹線及び四国横断新幹線）は、昭和48年に「基本計画」に位置付けら
　れており、これまで、豊予海峡の調査が完了しています。
●平成29年度からは、「幹線鉄道ネットワーク等のあり方に関する調査」が実施され、瀬戸大橋
　などの既存インフラの活用、単線による新幹線整備やその他の効果的・効率的な整備手法が
　検討されているところです。
●令和元年度からは、新大阪駅について、リニア、北陸新幹線との乗り継ぎ利便性の観点から、
　結節機能の強化や容量制約の解消を図るための調査等が行われております。
●令和３年３月には、衆参国土交通委員会において、「四国における新幹線についても検討を進
　めること」との附帯決議が全会一致で採択されています。

国の取り組み 四国の取り組み

●平成26年には、「四国の鉄道高速化検討準備会」において、四国の新幹線の妥当性を検討
　 する基礎調査を実施し、費用便益比（Ｂ／Ｃ）が「１」を上回る結果を得ています。
●平成29年には、四国地域において官民一体の推進組織となる「四国新幹線整備促進期成会」
　を立ち上げ。これまで、東京での決起大会や、四国内でのシンポジウムの開催、新幹線を活か
　した四国の地域づくりの基本戦略の提示、国等への要望活動などに取り組み、地域の機運も
　高まってきています。（本年６月にも東京での決起大会を開催）
●令和元年には、四国の新幹線の整備に伴う岡山県への波及効果の調査を実施・公表（約40
　億円）し、岡山県への協力要請を実施。
●令和元年の決起大会では、「リニア中央新幹線が大阪まで延伸される令和19年（2037年）を一
　つのターゲットとして、四国の新幹線の開業を目指す」ことを四国4県や関係団体が正式に決議。
●ＪＲ四国が令和３年に策定した長期経営ビジョンにおいても、新幹線等による抜本的な高速化
　の早期実現に向けて取り組むことが明記されています。


